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方法:対象者は、平成 19 年 1 月 1 日から平成 20 年 12 月 31 日までの調査期間中に、全国 83 カ
所の地域包括支援センターから参加が得られた特定高齢者、要支援者であった(有効登録者:
9, 105 人) 0 (1)日常生活の過ごし方と要介護認定等の維持・改善との関連は、 8， 734 人を対象と
して、ロジスティック回帰分析を用い、「特になし」群を基準として、「自宅外の仕事(役割)J 
群、「家の仕事(役割) J 群、「趣味」群、「主にテレビ」群、「その他J 群別に、要介護認定等の維持・
改善に関するオッズ比 (95%信頼区間 [cI] )を算出した。 (2) 介護予防サービス利用開始時の
個人特性から 1 年後の基本チェックリスト得点の予測モデ、ル式算出は、 7 ， 130 人を対象として、
重回帰分析によるステップワイズ法を用い、統計学的に 1 年後の基本チェックリスト得点を説明
するモデ、ルの適合度が高い組み合わせを調査した。 (3) 効果的な運動器の機能向上プログラムの





群に比べ、「自宅外の仕事(役割) J群で 2. 0 (1. 4 -2. 9) 、「家の仕事(役割) J 群で1. 5 (1. 2 -1. 8) 、
「趣味j 群で1. 5 (1. 2 -1. 9) と有意に高いことが示された。 (2) 得られた予測モデ、ル式は下記
の通りで、あった(1年後の基本チェックリスト得点=1. 376+0. 519 x 基本チェックリスト得点+
O. 167 X Geriatric Depression Scale 短縮版-1. 017 X 要介護認定等の状況+0.053 X年齢+0.488
-102-
×同居者-0.039XCognitive activity score-0.034x 改訂長谷川式簡易知能評価スケール-
0.327 X 障害高齢者の日常生活自立度一0.254X 日常生活の過ごし方) 0 (3) 特定高齢者において、
1 年後の基本チェックリスト得点が同程度・良好となる多変量調整オッズ比 (95%CI)は、 1 月
の実施回数が 3 回以下の群に比し、 8 回以上の群で 2. 4 (1. 3 -4. 4) と有意に高かった。また、
マシンによる筋力増強訓練、持久性訓練の非実施群に比し、実施群でオッズ比はいずれも高かっ

















趣味が要介護認定等の維持・改善へ及ぼす影響を明らかにすること、 (2) 個人特性から 1 年後の
生活機能の予測モデ、ル式を算出すること、 (3) 有効な運動器の機能向上プログラムを評価するこ
とである。
対象者は特定高齢者、要支援者とし、平成 19 年 1 月 1 日から平成 20 年 12 月 31 日までの調査
期間中に登録された。(1) 8, 734 人を対象として、ロジスティック回帰分析を用い、「特になしj
群を基準としてそれ以外の群別に、要介護認定等の維持・改善に関するオッズ比を算出した。 (2)
7, 130 人を対象として、重回帰分析によるステップワイズ法を用い、統計学的に l 年後の基本チ





割) J群で 2.0、「家の仕事(役割) J 群で1. 5、「趣味J 群で1. 5 と有意に高いことが示された。 (2)
生活機能の予後に影響を与える要因を網羅し、 l 年後の基本チェックリスト得点を予測するモデ
ル式を作成した。 (3) 特定高齢者において、 1 年後の基本チェックリスト得点が間程度・良好と
なるオッズ比は、 1 月の実施回数が 3 回以下の群に比し、8 回以上の群で 2.4 と有意に高かった。
また、マシンによる筋力増強訓練、持久性訓練の非実施群に比し、実施群のオッズ比はそれぞれ
1. 3、1. 4 といずれも有意に高かった。
結論: (1)介護予防サービス利用者における趣味や役割の重要性が示された。 (2) 生活機能の
予後に影響を与える要因を網羅した 1 年後の生活機能を予測するモデル式を作成することがで
きた。 (3) 特定高齢者に有効な運動器の機能向上プログラムとして、月に 8 回以上の実施、マシ
ンによる筋力増強訓練、持久性訓練の重要性が示された。得られた予測モデノレ式や有効性が示さ
れたプログラム内容を活用することは、効果的かっ効率的な介護予防フ。ログラムの実施につなが
るものであり、介護予防政策上の意義は大きい。
よって，本論文は博士(医学)の学位論文として合格と認める。
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